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大規模地震災害からの復興に関する研究

名古屋都市センター調査課
川原 志保



研究内容（１）
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背景
・南海トラフ地震（M8～9クラス）の発生確率は30年以内で

80%程度
・南海トラフ地震は広域で被害が発生するため、国による支援に
も限りがあると想定

・名古屋においても最大震度7の地震となるなど、甚大な被害
（揺れによる建物倒壊、地震火災、津波、液状化等）が発生す
ることが想定

・近年大規模地震災害が発生していない名古屋では、災害対応の
経験が乏しく、いざ発生した際に対応に苦慮することが考えら
れる

区分 棟数

揺れ 約43,000棟

地震火災
（最大となるケース：冬・夕18時）

約21,000棟

津波 約7,500棟

液状化 約2,800棟

急傾斜地崩壊等 約50棟

あらゆる可能性を考慮した
最大クラスの建物全壊・焼失棟数（名古屋市）

出典：「南海トラフ巨大地震の被害想定について－震度分布、津波高等－」（名古屋市）より
※現在国で被害予測の見直しが行われており、今後市の被害予測も見直されることが想定される

出典：「南海トラフ巨大地震の被害想定について－人的被害・建物被害等－」（名古屋市）

あらゆる可能性を考慮した最大クラスの震度分布図（左）と
液状化可能性分布図（右）（名古屋市）

出典：「南海トラフ巨大地震の被害想定について （第二次報告）」（内閣府）



研究内容（２）
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目的
津波浸水･液状化被害を対象として、既往災害に対する復興を参考に、名古屋において大規模地震災害発

生後に市街地復興計画を検討する際に必要となる復興の方法について整理する。

背景
【名古屋市の取組み】
・道路などの都市基盤が不十分で、木造住宅が密集する地域など、大規模地震災害時に火災による大きな被害が
発生する恐れのある地域を対象に復興イメージトレーニングを定期的に実施

・名古屋市市街地復興計画マニュアルにて、復興計画の策定手順を記載
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１ 東日本大震災における復興についての他都市事例調査
復興方針決定までのプロセスや方策
陸前高田市（津波）
仙台市（津波）
浦安市（液状化）

２ 名古屋市の市街地復興について
津波からの復興
液状化からの復興

研究の構成



近年における地震被害
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近年発生した大規模広域災害である東日本大震災に着目し、中心地に大規模な土地区画
整理を実施した陸前高田市（津波）、名古屋と都市規模が近い仙台市（津波）、液状化で
大きな被害を受けた浦安市の復興を対象に調査研究を行う

地震災害の種類 主な地震と主な被災地

津波
1983年 日本海中部地震（八竜町（現：三種町）
2011年 東日本大震災（石巻市、陸前高田市等）
2024年 能登半島地震（珠洲市）

液状化

1994年 三陸はるか沖地震（八戸市）
1995年 兵庫県南部地震（神戸市）

【阪神・淡路大震災】
2004年 新潟県中越地震（柏崎市）
2007年 能登半島地震（七尾市）
2011年 東日本大震災（浦安市）
2016年 平成28年熊本地震（熊本市）
2024年 能登半島地震（内灘町）

国土地理院Webサイト、内閣Webサイトを基に作成



１ 東日本大震災における復興に
ついての他都市事例調査
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【陸前高田市】被害状況

出典：総務省、復興庁、陸前高田市Webサイト

人的被害

死者・行方不明者 1,761人

建物被害

全壊 3,807棟

大規模半壊・半壊 240棟

一部損壊 3,988棟

人的被害：令和5年11月末時点、建物被害：令和5年3月末時点

・全世帯の99.5%が津波又は地震被害
を受ける

・沿岸地域を襲った津波による被害
（津波被害のうち93.6%が全壊）

・市の中心地がほぼ壊滅（高田地区）

被害の概要

陸前高田市内における被害の詳細

市内における震度 震度6弱

津波の高さ（最大） 17.6m

地震の概要

浸水高分布図
出典：陸前高田市市東日本大震災検証報告書（平成26年7月）
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【陸前高田市】津波被害からの復興

・発生可能性が高い津波：12.5m
の防潮堤で防御

・最大クラスの津波に対しては防
潮堤に加え、市街地の嵩上げ、
避難路の整備、平地部のポケッ
ト部（遊水地）としての機能確
保、コンパクトな市街地形成等
によるハード整備とソフト施策
を組み合わせた多重防御で対応
⇒高田地区・今泉地区の２地区
で、土地区画整理を実施

復興の方針

15,000

20,000

25,000

東日本大震災

震災前比72%

R6.2.28時点

出典：「復興 陸前高田」（陸前高田市） 人口・世帯数（陸前高田市）を基に作成

陸前高田市の人口推移

高田地区・今泉地区 土地利用計画図

出典：「東日本大震災 復興記録誌」（陸前高田市）
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【仙台市】被害状況

出典：仙台市Webサイト

人的被害

死者 905名

行方不明者 27名

建物被害

全壊 30,034棟

大規模半壊 27,016棟

半壊 82,593棟

一部損壊 116,046棟

火災 39件（余震による火災を含む）

市内被害推定額 約1兆3,010億円
令和6年3月1日時点

・沿岸地域を襲った津波による被害
・内陸丘陵部の造成地を中心とした
宅地被害

被害の概要

仙台市内における被害の詳細

市内における最大震度 震度７

痕跡等から推定した津波の高さ（仙台港） 7.1m

地震の概要

令和6年3月1日時点



9出典：仙台市Webサイト

【仙台市】津波被害からの復興

・海岸・河川堤防に加え堤防機能
を付加するかさ上げ道路の整備

・海岸防災林の整備

・災害危険区域に指定し、住宅の
用に供する建築物の建築を禁止
するとともに、防災集団移転促
進事業により、より安全な西側
地域への移転を促進

復興の方針

なお津波被害の危険性が高い地域
（津波水深2ｍを超える地域を中心に）
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【浦安市】被害状況

被害概要

被災世帯数 37,023/70,933世帯

液状化面積 約1,455/1,879ha

下水道破損地区面積 約820/1,597ha

道路の被害延長 111.8km

建物被害（2011.5.2以降の新基準で認定されたもの）

全壊 24棟

大規模半壊・半壊 3,745棟

一部損壊 5,416棟
被災世帯数：2011.2.28現在の住民基本台帳と外国人登録台帳を基に算出
液状化面積：空中測量で作成した地図からコンピュータ処理により算出

市域面積（全体）は2024.4.1時点
下水道事業整備面積（全体）：2020.3時点
建物被害：出典 浦安市の記録

・埋立地の中町・新町地区で液状化（市
面積の86%）が発生

・液状化により建物被害は主に戸建住宅
等の小規模建築物を中心に発生

・公共土木施設では道路･下水道等で被
害が発生

被害の概要

浦安市内における被害の詳細

市内における震度（本震） 震度5強
地震の概要

中町

新町 出典：東日本大震災 ー浦安市の記録ー（平成29年3月）

出典：東日本大震災 ー浦安市の記録ー（平成29年3月）

浦安市公共土木施設復旧事業に関わる
災害査定額

（全体の６割）
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【浦安市】戸建て地区における液状化からの復興

・道路と宅地の一体的な対策で実現可能
性のある工法として「格子状地盤改良
工法」を採用

復興の方針

出典：浦安市市街地液状化対策検討委員会資料

・住民の合意形成の難度が高いことや、
地盤の状況等から事業中止となった
地区もあり、工事完了は1地区（33
宅地）となった

出典：浦安市市街地液状化対策検討委員会資料

復興交付金

事業対象地区の7割を
超す地権者から同意の
意向が示されたが、



２ 名古屋市の市街地復興に
ついて
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名古屋の市街地復興 ①津波（１）
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【市街地の復興方法】
東日本大震災で採用された復興パターンを基に、名古屋の市街地復興について検討する。

A.移転 B.現地集約 C.かさ上げ D.移転＋かさ上げ E.施設等整備による現地復興

出典：津波被災市街地復興手法検討調査（平成24年4月 国土交通省都市局）
復興パターンの分類



名古屋の市街地復興 ①津波（２）
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※東日本大震災では、想定津波最大浸水
深が概ね2m未満の場合は「E.現地復
興」が選択される場合が多く、浸水深
が2mを超えるにつれて「A.移転」、
「C.かさ上げ」又は「D.移転＋かさ上
げ」が選択された。

出典：津波被災市街地復興手法検討調査（平成24年4月 国土交通省都市局）

想定津波最大浸水深と採用された復興パターン（地区数）

※東日本大震災では、復興パターンの採用に際
し住民の意向を踏まえつつ、津波シミュレー
ションにより安全性の確認や、事業の費用・
期間等の妥当性を考慮したうえで選択する傾
向がみられた。

出典：津波被災市街地復興手法検討調査（平成24年4月 国土交通省都市局）

復興構想案の決定要因



名古屋の市街地復興 ①津波（３）
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※東日本大震災では、浸水深2ｍ前後で建物の被災状況に大きな差があり、浸水深2m以下の場
合には建物が全壊となる割合が大幅に低下した。

出典：東日本大震災による津波被災現況調査結果（第１次報告） （平成23年8月4日 国土交通省都市局）

浸水深と建物被災状況の関係



名古屋の市街地復興 ①津波（４）
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出典：南海トラフ巨大地震の被害想定について－震度分布、津波高等－（名古屋市）

あらゆる可能性を考慮した最大クラスの浸水範囲（名古屋市）

【市街地の復興方法】
名古屋における浸水深は一部で2m以上が想定されるものの、多くは2m未満であることに加え、

市西側で浸水深が大きい地域は居住誘導区域外の区域も含まれることも加味すると、市街地の復興
方法としてまずは「 E.現地復興」を検討することが想定されるが、被災後の被害状況、住民意向
や事業の費用・期間等の妥当性等も考慮して方針を決定することが考えられる。

居住誘導区域（名古屋市・一部抜粋）
出典：なごや集約連携型まちづくりプラン（令和5年3月、名古屋市）



名古屋の市街地復興 ①津波（５）
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※名古屋においては、1959年の伊勢湾台風を教訓に施行された「名古屋市臨海部防災区域建築条
例」において、臨海部への建築物の1階床の高さや構造等に規定を設けている。

出典：名古屋市Webサイト

臨海部防災区域（名古屋市）

【市街地の復興方法】
「 E.現地復興」を検討する際に、浸水が想定される地区において建築物の構造等に規定を設ける
ことについても併せて検討する。



名古屋の市街地復興 ②液状化（１）

【市街地の復興方法】
前提：市街地液状化対策事業※を適用

※東日本大震災を受けて創設された事業

道路・下水道等の公共施設と隣地宅地等との一体的な液状化対策事業を実施

公共施設と隣地宅地等との一体的な対策事業で、かつ既成市街地での施工を考慮すると「地下水位
低下工法」「格子状地中壁工法」が考えられる

出典：市街地液状化対策推進ガイダンス（国土交通省） 18対策工法例



名古屋の市街地復興 ②液状化（２）
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出典：なごや集約連携型まちづくりプラン（令和5年3月、名古屋市） 出典：緊急輸送道路上の橋梁の対策状況（令和6年4月1日現在）

出典：「南海トラフ巨大地震の被害想定について－震度分布、津波高等－」

（名古屋市）より

居住誘導区域 緊急輸送道路

あらゆる可能性を考慮した
最大クラスの液状化可能性分布図

【市街地の復興方法】
・市内西側や河川沿いを中心に広範囲で液状化が発生する可能性があることから、居住誘導区域や、
交通結節点など交通の要所となる地区、緊急輸送道路など優先順位を決めて復興していくことが
想定され、優先順位の高い箇所については、事前に土質調査等を実施することも考えられる。

・広範囲にわたって公共施設と隣地宅地等との一体的な対策事業を行うことは困難であり、敷地単
位での地盤改良等による液状化対策の誘導を検討しておく必要がある。



名古屋の市街地復興 事前に取り組むことができること
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【津波】
・建築物の構造等への規定や、対象範囲についての検討

【液状化】
・「地下水位低下工法」「格子状地中壁工法」以外の工法を含めた調査検討
・液状化が想定される箇所の土質調査や、実験等を通じた工法の絞り込み
・個別敷地での液状化対策の誘導方策の検討

【共通】
・津波、液状化想定地区における資料収集
・土地の境界確定に係る取組みの実施
・土地・建物所有者の費用負担軽減のための市独自の補助制度の検討
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